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本報告書に掲載する各団体等の取組およびサービスは、国内で選定した地域のギャンブル等依存症対策の現状把

握および地方公共団体等が医療機関・民間機関との連携協力を支持する目的で調査した結果に基づくものであり、ま
た事前の承諾を得て本報告書に挿入している配布資料・図表は、報告文を相補的に説明する目的に限り掲載してお
り、その優位性または品質等を評価することを目的としたものではありません。 
調査対象に対する聴取は細心の注意を払って行っておりますが、その正確性、最新性、有用性についていかなる保

証を行うものではありません。掲載した情報に誤りがあった場合、あるいは第三者によるデータの改ざん、データダウンロー
ド等によって生じた障害等について、委託事業者および地方自治体等掲載された団体・機関は事由の如何を問わず一
切責任を負うものではないことをあらかじめご了承ください。 
また、掲載された地域の取組や支援等を利用することにより生じる利用者および第三者の損害について、内閣官房

および委託事業者は一切の責任を負いません。 
なお、本報告書の記載内容について、一部もしくは全部に関わらず一切の無断転載を禁じます。 
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1.1 はじめに 
 
我が国では、競馬などの公営競技やぱちんこ等を多くの国民が健全に楽しんでいます。その一方で、これらのギャンブ

ル等にのめり込むことにより、本人およびその家族の日常生活や社会生活に支障を生じさせるのみならず、多重債務や
犯罪等の重大な社会問題を生じさせる場合があります。 

 
政府におけるギャンブル等依存症対策に関しては、平成 30年 7月、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的

に推進し、もって国民の健全な生活の確保を図るとともに、国民が安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与するこ
とを目的として「ギャンブル等依存症対策基本法」（平成 30年法律第 74号）が成立し、平成 31年 4月、基本法
に基づく「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」（以下、「基本計画」という。）が策定されました。 

 
また、都道府県においても、国の基本計画を基本としつつ、当該都道府県の実情に即した「都道府県ギャンブル等依

存症対策推進計画」を策定するよう努めているところであり、都道府県や政令指定都市（以下、「都道府県等」とい
う。）では、相談拠点や専門医療機関等が設置されるほか、関係機関・団体が参加する連携会議が設置されるなど、
各地域の包括的な連携協力体制の構築が進んでいます。 

 
ギャンブル等依存症は、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の問題に密接に関連することに鑑み、医療機関、精

神保健福祉センター、保健所、消費生活センター、日本司法支援センターその他の関係機関、民間団体は、相互に
連携・協力しながら総合的にギャンブル等依存症対策に関連する取組を進めることが重要です。 

 
こうした中、国の基本計画（令和 4 年変更）においても、各地域における包括的な連携協力体制の構築および包

括的な支援をより一層推進するため、関係省庁が各種の取組を推進することとしており、内閣官房においても、令和 5
年度中を目途に各地域のギャンブル等依存症対策に関する調査を実施することとなりました。今回の調査は、これに基
づき、株式会社ブロードバンドセキュリティが内閣官房より委託を受け、地域におけるギャンブル等依存症対策に関する
包括的な連携協力体制の事例調査を行うために実施したものです。 

 
本調査報告書では、7 の府、県、市における 22 の団体（府県および市、医療機関、民間団体、債務相談機関、

関係行政機関等）の協力を得て調査を行い、それぞれの地域における関係機関・団体間の先進的な連携協力事例
等をまとめました。 

 
今後、地方公共団体等が関係機関・団体等と協力して、ギャンブル等依存症対策の新たな課題に取組む時、本報

告書が参考とされるとともに、対策のより一層の充実・発展につながることになれば幸いです。 
 
最後に、本調査の実施にあたって多大なご協力をいただいた全ての皆様に、この紙面を借りて御礼申し上げます。 

                                                 
2024年 2月 
株式会社ブロードバンドセキュリティ（略称 BBSec） 
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1.2 実施概要 
（１） 調査の全体計画・実施体制 

① 調査期間 
令和 5年 10月 26日から同年 12月 11日 

② スケジュール 
本調査における主な業務項目および期間は以下のとおりである。 

業務項目 実施期間 
調査対象の選定 令和 5年 9月 19日～同 29日 
調査票の作成 令和 5年 9月 25日～同 29日 
ヒアリング調査の実施 令和 5年 10月 26日～同年 12月 11日 
報告書の作成 令和 5年 12月 1日～令和 6年 2月 7日 

 
 

（２） ヒアリング調査対象先の選定 
① 選定の方法と数量 

令和 4 年度における地方公共団体への調査結果を踏まえ、調査対象を都道府県 6 か所､政令指定都
市 1か所（1か所あたり 3機関･団体程度）を選定した。地方公共団体に対して事前ミーティングを実施、
調査趣旨を説明し、地方公共団体の連携事例を確認、専門医療機関、民間団体、債務相談機関などに
対するインタビューを行い、包括的な連携協力事例を聴取した。 

② 調査対象先 
本調査において、ヒアリングを実施した府県・市、団体名・施設名等、関係機関区分は以下のとおりである。 
府県・市 団体名・施設名等 関係機関区分 備考 

新潟県 

新潟県 新潟県精神保健福祉センター 地方公共団体 対面方式 
独立行政法人国立病院機構 
さいがた医療センター 

医療機関 対面方式 

南魚沼市 地方公共団体 対面方式 

愛知県 

愛知県 愛知県精神保健福祉センター 地方公共団体 対面方式 
医療法人成精会 刈谷病院 医療機関 対面方式 
ギャマノン名古屋竹の子グループ 民間団体 対面方式 
愛知県司法書士会 債務相談機関 対面方式 

大阪府 

大阪府 大阪府こころの健康総合センター 地方公共団体 対面方式 
地方独立行政法人大阪府立病院機構 
大阪精神医療センター 

医療機関 Web会議方式 

大阪弁護士会 債務相談機関 対面方式 

島根県 
島根県 島根県立心と体の相談センター 地方公共団体 対面方式 
社会医療法人正光会 松ヶ丘病院 医療機関 対面方式 
ギャンブラーズ・アノニマス（GA） 民間団体 Web会議方式 
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長崎県 

長崎県 長崎県長崎こども・女性・障害者
支援センター 

地方公共団体 対面方式 

医療法人見松会 あきやま病院 医療機関 対面方式 
NPO法人ちゅーりっぷ会 長崎ダルク 民間団体 対面方式 

熊本県 
熊本県 熊本県精神保健福祉センター 地方公共団体 対面方式 
社会医療法人芳和会 菊陽病院 医療機関 対面方式 
NPO法人熊本クレ・サラ被害をなくす会 民間団体 対面方式 

横浜市 
横浜市 横浜市こころの健康相談センター 地方公共団体 対面方式 
医療法人社団祐和会 大石クリニック 医療機関 対面方式 
一般社団法人 ブルースター横浜 民間団体 対面方式 

 
（３） 質問票の作成・送付 

① 質問票の作成 
地方公共団体、地方公共団体が連携する医療機関、地方公共団体が連携する民間団体、地方公共

団体が連携する債務相談機関、関係行政機関（政令指定都市以外）の 5 つの機関区分別に共通の質
問項目を設定した。 
そのうえで、事前調査において得られた調査対象先の特徴的な取組やその進捗状況を踏まえ、業種別の

共通の質問項目に追加等を行い、調査対象ごとに質問票を作成した。 
② 質問項目 

5 つの各機関区分別の質問票は次のとおりである。 
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１．都道府県等 調査項目一覧 

都道府県等ギャンブル等依存症対策担当部局に対する調査項目 

設問 1 

都道府県等におけるギャンブル等依存症対策の概要について 

1-1 都道府県等ギャンブル等依存症推進計画 

  質問項目 

・策定にあたっての課題 
・計画の推進体制（有識者会議等の有無、連携会議との関係） 
・これまでの進捗を踏まえた主な課題 

1-2 相談・治療・民間団体支援 

  質問項目 

・相談拠点、専門医療機関、治療拠点機関の設置状況、受診者数の推移 
・相談受理体制、相談受理件数や内訳、最近の相談状況の変化 
・相談受理から対処までの流れや工夫点・注意点 
・早期介入、一度支援につながった方への継続的な支援 
・民間団体支援（支援先、活動への補助内容） 

1-3 その他のギャンブル等依存症対策 

  質問項目 

・広報啓発の取組 
・家族向け支援 
・治療者・支援者向け研修事業実施の有無、実施主体、内容 
・その他重点事項 
・ギャンブル等依存症対策を進める上での課題 

設問 2 

地域における包括的な連携協力体制の構築と連携について 

1-1 連携会議の概要 

  質問項目 ・設置年月日、メンバー、メンバー選定における工夫点、開催頻度 

1-2 連携会議の内容等 

  質問項目 

・会議の議題等 
・連携会議外での連携（メーリングリストの共有等） 
・会議の成果および今後の運営上の課題 

1-3 関係機関、団体との具体的な連携事例 

  質問項目 
・連携している事業や内容（連携先、経緯等。また概要が分かる資料・チラシ等） 
・連携による成果（利用者の声、担当職員の感想）、特に早期介入 
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2. 医療機関 調査項目一覧 

医療機関に対する調査項目 

設問 1 

ギャンブル等依存症の治療について 
1-1 ギャンブル等依存症の治療を始めた経緯、リソースの確保 

  質問項目 
・着手したきっかけ、経緯、人員、予算の確保 
・現在の治療体制 

1-2 貴院で行っている治療や事業 

  質問項目 

・治療内容 
・ギャンブル等依存症の受診者数、プログラム実施者数 
・家族からの相談への対応 
・治療以外で行っている取組 

1-3 ギャンブル等依存症治療に関する課題 

  質問項目 

・専門医療機関/治療拠点機関認定後の受診状況の変化 
・最近の（新型コロナウイルス後）の利用者像（年代、ギャンブル種別、借金額等）の変化 
・ギャンブル等依存症特有の課題、治療にあたり工夫している点 
・今後の課題 

設問 2 

地域における包括的な連携協力体制への参画について 
1-1 連携会議への参画 

  質問項目 ・連携会議での役割、成果、感想、今後の課題 

1-2 関係機関、団体との具体的な連携事例 

  質問項目 
・連携している事業や内容（連携先、経緯等。また概要がわかる資料・チラシ等） 
・連携による成果（利用者の声、担当職員の感想）、特に早期介入 
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3. 民間団体 調査項目一覧 

民間団体に対する調査項目 

設問 1 

ギャンブル等依存症対策への取組について 
1-1 貴団体の発足経緯 

  質問項目 ・発足経緯 
1-2 貴団体の事業内容について 

  質問項目 
・事業概要 
・事業についての外部から補助やサポート等 
・活動内容をどのように利用者に周知しているか 

1-3 今後の課題 

  質問項目 
・最近の利用者の状況変化 
・早期介入および継続支援の取組 
・今後の課題 

設問 2 

地域における包括的な連携協力体制への参画について 
1-1 連携会議への参画 

  質問項目 ・連携会議での役割、成果、感想、今後の課題 
1-2 関係機関、団体との具体的な連携事例 

  質問項目 
・連携している事業や内容（連携先、経緯等。また概要がわかる資料・チラシ等） 
・連携による成果（利用者の声、担当職員の感想） 
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4. 債務相談機関 調査項目一覧 

債務相談機関に対する調査項目 

設問 1 

ギャンブル等依存症対策への取組について 
1-1 貴団体の発足経緯 

  質問項目 ・発足経緯 
1-2 貴団体におけるギャンブル等依存症対策の事業 

  質問項目 ・ギャンブル等依存症に関して行っている事業 

1-3 事業の現状および今後の課題 

  質問項目 
・利用者の状況および変化 
・早期介入および継続支援のために効果的と考えられること 
・今後の課題 

設問 2 

地域における包括的な連携協力体制への参画について 
1-1 連携会議への参画 

  質問項目 ・連携会議での役割、成果、感想、今後の課題 
1-2 関係機関、団体との具体的な連携事例 

  質問項目 
・連携している事業や内容（連携先、経緯等。また概要がわかる資料・チラシ等） 
・連携による成果（利用者の声、担当職員の感想） 

 



令和５年度 
内閣官房委託調査 

13 / 167 

5. 関係行政機関（政令指定都市以外）調査項目一覧 

関係行政機関に対する調査項目 

設問 1 ギャンブル等依存症対策に関連する取組について 

1-1 ギャンブル等依存症対策に関連する取組および関係機関との連携 

 質問項目 

・事業概要 
・開始した経緯および事業の目的 
・行政（県・市等）からの補助やサポート等 
・組織内の関係部局や他機関の参加状況、連携状況 
・活動内容をどのように利用者に周知しているか 
・事業の成果、特に、関係機関との連携による早期介入 

 
 

（４） ヒアリングの実施 
ヒアリング調査の実施期間は令和 5 年 10月から同年 12 月である。ヒアリング調査は、調査対象先の希望

等を踏まえ、対面方式（訪問）、Web会議方式で実施した。なお、事業委託者である内閣官房の担当者は、
対面方式（訪問）、Web会議方式のいずれも同席され、ヒアリングの内容はリアルタイムで共有を図った。 
いずれの調査対象先に対しても調査の趣旨を説明し、前述の質問票に基づいて、調査対象先の地方公共

団体に対しては、各府県等のギャンブル等依存症対策推進計画の進捗状況や課題を取材するとともに、専門
医療機関、民間団体、債務相談機関等との連携事例を調査した。また調査対象先の専門医療機関、民間
機関、債務相談機関に対しては、それぞれの機関の事業内容および関連機関との連携協力事例を調査した。 
ヒアリング時間は 1 調査対象先に対して概ね 1 時間 30 分～2 時間程度である。予め送付した質問票に

沿って質問項目の確認を行った。なお、ヒアリング調査の実施方式の内訳は以下のとおりである。 
ヒアリング調査の実施方式 内訳 

ヒアリング調査件数 22件 
 対面方式（訪問） 20件 
 Web会議方式 2件 

 
（５） 報告書の作成 

 報告書の作成にあたり、本報告書の記載内容の品質管理を目的に、ヒアリング調査対象先へのヒアリング調
査結果の確認を行った。 
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島根県における連携の取組①（島根県・島根県立心と体の相談センター）

①～④の事業について、県内、圏域を超えた連携構築に取り組んでいる
① ｢SAT-G｣使い方研修の実施（全国の精神保健福祉センター等との連携）
• 平成29年以降、全国の精神保健福祉センター、都道府県の指定する依存症専門医療機関に向けて、｢SAT-G｣の使い方を中心とする研修を毎年
継続的に実施

• 令和4年1月時点、全国の精神保健福祉センターにおける｢SAT-G｣の活用率は88％
② 県内の関係機関・団体への研修を通じた連携強化（県内の関係機関・団体との連携）
• 県内のギャンブル等の関係事業者、保健、医療、福祉、司法分野といった幅広い関係者を対象に、「ギャンブル等依存症スキルアップセミナー」を開催
• ギャンブル等依存症の正しい知識の普及や｢SAT-Gライト｣の使い方について研修を実施
• このほか、保健所の相談対応向上のため、保健所等の職員を対象とした実地研修を実施
③ 広報啓発における県消費生活相談担当部署との連携
• 消費者センターにおいて、5月の消費者月間のイベントに合わせて、ギャンブル等依存症の啓発ポスターの
掲示やチラシを配架

• 消費者センターのウェブサイトに相談機関のリンク付けを実施
④ ｢SAT-G｣プログラムにおける体験談の発表（自助グループとの連携）
• 6ヶ月に1度、｢SAT-G｣プログラムで自助グループから体験談の発表を実施
• 回復プログラムの参加者と自助グループの橋渡しになっている

• 島根県ギャンブル等依存症対策推進計画を策定（令和4年6月）
• 連携会議としては、令和5年9月、「令和5年度依存症対策連携会議」を開催し、県内の専門医療機関、治療拠点機関、保健所、行政機関等が参加、
各機関の取組状況等について情報を共有

連携会議の成果・具体的な連携事例

基本計画・連携会議の状況
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